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Abstract

　Sixth generation (6G) communication is already being discussed in the research field of 
communication. In order to achieve 6G, high frequency and low power consumption devices 
and highly sensitive sensors are indispensable. Here, the high-frequency and high-accuracy 
measurement technologies that are the basis for these research and development activities are 
discussed. In particular, this report focusses on the current status and future direction of the 
development of measurement technology for material measurement. 

1．はじめに 

現代社会において，インターネット，クラウドサービ
スなどの情報通信技術は欠かせないものとなっている．
その中でも，近年の移動通信システムの進化は目覚まし
い．1979 年に運用を開始した第一世代（1G）の移動通
信システムから，約 10 年周期で移動通信システムは世
代交代し，その都度，通信品質の向上やサービスの多機
能化などを経て，人々の生活に浸透してきた．特に，第
3 世代（3G）から第 4 世代（4G）への過程では，スマー
トフォンの登場がモバイル端末の使用用途と市場構造を
大きく変えた．それまで，通信インフラとしての利用が
主であったモバイル端末は，様々なコンテンツ（ゲーム，
動画，SNS（Social Networking Service），アプリ）の
登場によって，生活基盤として欠かせないものへと進化
した．2020 年に第 5 世代（5G）の移動通信システム1）が
商用開始され，現在，次の世代となる Beyond 5G/6G2）,3）

への関心が世界的に高まっている．5G を含めた今後の
移動通信システムは，身の回りのあらゆるものがネット
ワークにつながる IoT（Internet of Things）時代の情報

通信基盤として，これまで以上の革新を社会にもたらす
と期待されている．

一方，世界的に様々な社会問題が顕在化してきており，
世界の人口が増加4）する中で，気候変動などの問題と向
き合いながら持続可能な発展を遂げることが世界的に重
要視されている．特に日本は，課題先進国と称され，生
産年齢人口の減少やインフラの老朽化などの社会課題と
直面している．そこで，日本は 2030 年にサイバー空間
とフィジカル空間を高度に融合させ，経済発展と社会課
題の解決を両立していく未来社会（Society 5.0）5）の実現
を目指している．そのためには強力な情報通信技術が必
要となる．また，2019 年から広まった新型コロナウィル
ス（COVID-19）により，テレワークやウェブ会議が急
増し，情報通信技術の重要性が再認識された．以上の様
な背景から，移動通信システムは，今後急速に進化して
いくことが求められている．

本調査研究では，Society 5.0 の実現に資する次世代の
移動通信システムである Beyond 5G/6G の要素技術開発
に焦点を絞り，その動向について調査を行う．また，高
周波計測技術の高周波化と高精度化という観点に立ち，
材料計測の立場から基盤構築に貢献する方法を検討す

53産総研計量標準報告　Vol. 11, No. 1 2023年 1 月

*  物理計測標準研究部門 電磁気計測研究グループ



荒川智紀

54AIST Bulletin of Metrology  Vol. 11, No. 1 January　2023

2.1　周波数帯とネットワークの拡大
5G では移動通信システムとしては初めて 10 GHz 以

上のミリ波帯を利用する．これは，高速・大容量通信
に必要な広い帯域幅を確保するためであり，日本では 
28 GHz 帯の運用を開始し，2024 年には基地局を全国的
に整備する計画である10）．原理的には，マイクロ波帯で
も高速・大容量通信は可能である．しかし，ほとんどの
周波数帯が既に他の規格で埋まっているため，今後も高
周波化が進んでいくことが想定される（図 1（a））．その
ため，Beyond 5G/6G では，100 GHz 以上の新たな周波
数帯11）の利用が計画されている．

周波数が上がるにつれ，電磁波の直進性が増すため障
害物を回り込めなくなり（回折できない），さらに届く
距離も短くなる（減衰が強まる）．これは，既存の基地
局を規則的に配置してエリアをカバーしている方式で
は，膨大な数の基地局が必要になることを意味している．
そのため，ネットワーク形態が大きく変わろうとしてい
る．例えば，図 1（b）に示すように，コネクテッドカー
やドローンなどを含めた分散型ネットワークが計画され
ている．このシステムでは，情報を最短で伝える最適な
経路を割り出し，効率化を図るように設計されている．

る．まず 2 章では，移動通信システムに要求される機能
について述べ，技術開発の方向性を明確にする．次に 3
章では，高周波計測技術に求められる役割と著者が所属
する産業技術総合研究所（AIST）計量標準総合センター

（NMIJ）物理計測標準研究部門電磁気計測研究グループ
（以下産総研と称する）における取り組みについて主に
紹介する．続いて 4 章と 5 章では，高周波帯における誘
電率・透磁率・導電率などの材料定数の測定に焦点を絞
り，4 章で測定原理の詳細を説明した後に，5 章で現状
と課題について議論を行う．最後に 6 章で本調査研究を
まとめる．

2.　今後の移動通信システム

5G の主要なコンセプトは国際電気通信連合（ITU）に
おいて 2015 年に策定された6）．その中で重要視されたの
が，「超高速通信（eMBB）」，「超低遅延通信（URLLC）」，

「多数同時接続（mMTC）」の 3 つの機能である．これらは，
高精細映像や 3D などのコンテンツの大容量化，自動運
転や遠隔でのロボット操作，IoT デバイスなどの端末増
加を見越したものである．また，4G までと大きく違う
点は，以上の要求条件を必要に応じて使い分けるネット
ワークシステムの最適化を意識している点である．つま
り，5G だけでなく，既存の 4G や Wi-Fi などの通信シス
テムを合わせて利用することで，それぞれの長所を生か
した運用を目指している．

総務省が示した統計データ（Informa 調べ）7）によると，
端末市場において最大の割合を占めるスマートフォン・
タブレットは飽和の兆しを示している．これに対し，ロ
ボットやドローン，AI スピーカー，AR/VR（拡張現実
/ 仮想現実）の市場は成長を続けている．また，産業・
医療・交通など様々な分野における IoT デバイスの数も
増加を続けており，ネットワーク端末は多様化する傾向
にある．このように，移動通信システムに求められる機
能・技術も根本的に変化しようとしている．

一 方 で，2018 年 以 降， 国 際 団 体・ 企 業 が Beyond 
5G/6G の要求条件に関してコンセプトを発表2）,3）,8）,9）する
など，2030 年の運用開始を目指して研究開発は既に始
まっている．団体によってコンセプトに差はあるものの，
5G で重視していた，3 つの機能の高度化は共通しており，
それぞれ 10 倍以上改善する計画である．加えて，数多
くのコンセプトが追加で検討されている．以下では，こ
れらのコンセプトで要求される要素技術を高周波技術の
観点で整理する． 図 1　 （a）移動通信で利用する周波数帯の変化．（b）分散型ネッ

トワークのイメージ図．
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状況にあるが，100 GHz を超えるミリ波に対応した製品
は一部の事業者しか製造しておらず，値段も高額である．

図 2 には，10 GHz から 330 GHz までをカバーする同
軸コネクタと導波管の種類，寸法を示している．周波数
が高くなると電磁波の波長が短くなり，それに応じて寸
法が小さくなっていく．例えば，同軸線路の場合には高
次のモードの存在によって上限周波数が決まっている．
そのため，100 GHz の信号（波長が 3 mm 程度）に同
軸コネクタで対応するには外部導体の内径を 1 mm 程度
にする必要がある．このように，高周波化に伴って加工
の難易度が上がると同時に，機械的に強度が下がること
で破損のリスクが上がる．今後，100 GHz 以上を扱える
導波路の需要は高まると予想され，その安定した供給は
Beyond 5G/6G の要素技術開発において重要である．

3.2　計測ソリューションの必要性
６G の要素技術開発においては，様々な測定ソリュー

ションが必要となる．例えば，シリコン基板などの上に
作製された素子に対しては，高周波プローブによる特性
評価が必要になる（図 3（a））．しかし，100 GHz を超え
るミリ波帯では測定条件の変動による測定結果への影響
が大きく，その後のプロセスを律速する．そこで，産総
研ではプローブの位置を自動で最適化する手法の開発な
ど，計測技術の高精度化に力をいれている19）．その他，

2.2　要素技術開発の方向性
新たな周波数帯，特に 100 GHz 以上のミリ波を使用す

るためには，様々なことを見直す必要がある．まず，ハー
ドウェアの面では，アンプやアンテナといった素子はも
ちろん，それらを繋ぐ導波路の開発も重要になってくる．
さらに，基地局や中継器が増加するため，低消費電力化
がこれまで以上に重要になってくる．一方，分散型ネッ
トワークを機能させるためには高度な電磁波制御技術が
必要となる．つまり，消費電力の発散を抑えるためには，
電磁波の指向性を制御して狙った経路にだけエネルギー
を集中させる必要がある．そのため，マッシブ MIMO

（multiple-input and multiple-output）技術12）やメタサー
フェス反射板 13）,14）など，電磁波の制御技術の開発も重要
となる．

3.　高周波計測技術

新たな周波数での次世代デバイス開発において高周波
計測技術の担う役割は大きい．また，社会実装されてい
る技術の維持に関しても高周波計測技術は重要である．
本章では，マイクロ波帯・ミリ波帯における計測技術と
産総研の取り組みについて解説する．

低周波では電子回路を構成する各要素の長さや形状を
考慮する必要がない（集中定数回路）．これに対し，高
周波回路では，反射や干渉といった波としての性質が顕
著に表れ，伝送線路や各素子の長さを考慮する必要があ
る（分布定数回路）．この領域では，高周波信号は金属
などによって閉じ込められた電磁波であり，そのエネル
ギーは媒質中の電磁場に蓄えられている．そのため，高
周波の信号を伝達するためには，伝送線路や各素子の高
周波インピーダンス（屈折率に相当）や位相も重要にな
る．産総研では計量法などの関連法案に基づいて高周波
インピーダンスも含め様々な物理量の計量標準の供給を
行っている15）,16）．

3.1　導波路の規格と高周波インピーダンス
高周波信号を伝送するための同軸線路や導波管などは

連接して使用する場合，高周波インピーダンスを揃える
必要がある．ただし，たとえ高周波インピーダンスが同
じ導波路でも断面の電磁界分布が異なると反射が生じ
る．そのため，高周波の導波路や接続部の構造や取り扱
い方法は米国電気電子学会（IEEE）や国際電気標準会
議（IEC）などによって規格化されている17）,18）．Beyond 
5G/6G で利用する周波数をカバーするために必要な同軸
コネクタや導波管は既に規格に沿ったものを購入できる

図 2　 同軸コネクタおよび導波管規格の名称と使用周波数帯域．
同軸コネクタの 7 mm などは外部導体の内径を表している．
導波管の WM-0864 などは開口長辺の長さが 864 µm である
ことを示している．
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4.1　伝搬する電磁波と物質の相互作用 20）,21）

電場 E→と磁場 H→からなる電磁波はマクスウェル方程式
から導かれる波動方程式に従って伝搬する．まず，角振
動数ωで正弦振動する電磁波が材料によって受ける変調
を考える．電磁波はexp( jωt)（ j は虚数単位，ωは角振動数，
t は時間）という因子を持つため，波動方程式は以下の
ヘルムホルツ方程式に変形できる．

                                                                （1）+ ∗ ⃗ = 0,

                                                               （2）+ ∗ ⃗ = 0,

                                               （3）∗ = ∗ ∗ −
∗

.

ここには，複素誘電率 ε*，複素透磁率 μ*，複素導電率 σ*
の 3 つの材料特性を反映する変数が含まれている．まず，
ε* は交流電場 E→に対する電束密度 D→の応答係数，μ* は交
流磁場 H→に対する磁束密度 B→の応答係数として次のよう
に定義されている．

                                                     （4）⃗ = ∗ ⃗ = ( − ) ⃗,

                                                       （5）⃗ = ∗ ⃗ = ( − ) ⃗.     

ε0 と μ0 はそれぞれ真空の誘電率と透磁率である．ε* と μ*
の実部は非損失項であり，虚部は損失項である．ここで
言う損失とは電磁場のエネルギーが材料を通して熱エネ
ルギーに変換されることを言う．σ* は交流電場 E→に対す
る電流密度 i→の応答係数として次のように定義されている．

                                                       （6）⃗ = ∗ ⃗ = ( + ) ⃗.       

複素誘電率や複素透磁率と異なり，ε* は実部が損失項，
虚部が非損失項に対応している．複素導電率を繰り込み，
実効複素誘電率 ε*eff を次のように定義する．

                                                  （7）∗ ≡ ∗ −
∗

= ( − ) ,  

                                                          （8）= + ,

                                                  （9）= + .      

電流の寄与を一種の分極（空間電荷分極）とみなし，複
素誘電率に含めて定義（ε*eff = ε*）する場合もある．結果
は一緒だが，ここでは分けて考えることにする．

アンテナから空間輻射された電磁波の指向性測定（図 3
（b））など，産業の現場で必要となる様々なシチュエー
ションを想定し，100 GHz 以上の周波数における計測ソ
リューションの開発を行っている．

また，以上のようなデバイスを設計する段階で，最初
に必要になるのは誘電率などの材料特性である．そのた
め，デバイスの動作周波数での正確な材料定数を知って
いることは開発・製造のプロセスの効率化において重要
である．しかし，100 GHz を超えるミリ波帯での材料特
性に関してはこれまでの知見が乏しい．また，新材料の
開発では頻繁に材料特性を測定することになる．そこで，
次節では高周波での材料計測に焦点をあてる．

4.　材料計測の基本

電磁波は物質中の電荷や磁気モーメントと相互作用す
ることで変調される．本章では，材料の電磁気的な性質
と，それを計測するための基本的な測定手法をまとめる．

図 3　 （a）高周波プローブと精密ステージからなる測
定系．プローブの先端はグラウンドと信号線が
100 µm 程度の間隔で並んでいる．（b）ホーン
アンテナを用いた電磁波の空間伝搬の測定系．
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このように定義すると，次のように位相定数には損失正
接を含まない形に変換できる．

                                               （17）=
√
2

1 + tan  − 1
⁄

, =
√

.

ここで，c0 = 1 ⁄√μ0ε0 は真空中の光の速さである．より直
感的な理解を得るために，μ* と ε*eff の虚数成分が非常に
小さい場合の近似解を計算してみる．つまり，ε'eff » ε''eff

かつ µ' » µ'' を仮定すると，減衰定数，位相定数，波動
インピーダンスは以下のようになる．

                                                 （18）tan = , tan = ,   

                                              （19）≈
2

(tan + tan ), ≈  ,

                                                 （20）≈
eff

+  
2 eff

(tan − tan ).  

ここで，Z0 = √μ0/ε0 は真空中の波動インピーダンスであ 
る．低損失な材料では，位相定数は材料定数の実部だけ
を含んでおり，各損失正接は減衰を表すことが分かる．
特に tan δd は誘電正接と呼ばれ，損失の小さい誘電材料
の指標としてよく利用されている．

現実の材料には電磁波応答に影響を与える様々な起源
が存在しており，その起源を理解して次の材料開発に繋
げることができれば理想的である．以下では，実効複素
誘電率 ε*eff と複素透磁率 μ* に分類して典型的な材料の特
性を説明する．また，μ* や ε* に比べて σ* の寄与が圧倒
的に大きい状況について説明する．

4.1.1　誘電材料の応答と損失
誘電材料は導電性に比べて誘電性が支配的な材料と定

義する．移動通信システムという観点で考えると，プリ
ント基板などに利用される低損失な誘電材料の性質は重
要である．一方，Beyond 5G/6G のコンセプトではセン
シングも含まれている．電磁波を利用した食品の水分量
計測 24）や物質の非破壊検査25）などは，産業の自動化につ
ながる技術である．

代表的な分極メカニズムの周波数依存性を図4に示す．
それぞれの分極メカニズムは特徴的な周波数をもってお
り，その低周波側では電場に完全に追従して分極するの
に対し，高周波側では追従できなくなり分極が消失する．
また，それらの遷移領域では，応答に遅れが生じて損失
が増大するが，この領域の複素誘電率は分極現象を物理
的に解明する上で重要な情報となる26）．

まず，極性分子の配向に起因する配向分極は，マイク

次に，z 軸方向に伝搬するTEM（transverse electromagnetic）
波を仮定する．つまり，exp(λ*z) の因子を持ち，z 軸方
向の電磁場成分はないとする．このとき，電磁波の空間
伝搬を特徴付ける伝搬定数 γ* は以下で定義される．

                                                             （10）∗ = ± ∗,      

                                                   （11）∗ = ∗ ∗ = + .    

ここで，実部αは電磁波の減衰を表す減衰定数，虚部β
は位相変化を表す位相定数と呼ばれる．また，各点にお
ける電場と磁場の比を表す波動インピーダンス Zw は次
のようになる．

                                                         （12）=
∗

∗ .    

Zw は光で言うと屈折率に相当するもので，後に境界で
の散乱を記述する際に重要となる．ここで，同軸線路
で使用される TEM 波を仮定したが，導波管で使用さ
れ る TE（transverse electric） 波 や TM（transverse 
magnetic）波を考える場合は，減衰解とならない閾値で
ある遮断角振動数 ωc を含む以下の定数ηを用いて補正
すればよい（ω > ωc）．

                                                    （13）= 1 − .    

伝搬定数は TE 波，TM 波共に γ*/η となる．一方，波動
インピーダンスは TE 波では Zw/η，TM 波では Zw η と
なる．特性インピーダンスを計算するためには，導波路
の幾何的な性質を考慮する必要があり，媒質が一様であ
れば波動インピーダンスに形状を考慮した係数を掛けれ
ばよい．ただし，この係数はマイクロストリップ線路の
ように媒質を 2 種類以上含むような場合には，補正する
必要がある22）．以上のように，媒質となる材料の性質は，
γ* を通して電磁波の減衰と位相，Zw を通して電磁波の散
乱に影響を与える．

損失の大きさを表す方法として，以下で定義される損
失正接 tan δを使うのが便利である23）．

                                                      （14）tan = ,       

                                                  （15）= eff − eff,   

                                                   （16）= eff + eff.   
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4.1.2　磁性材料の応答と損失
外部磁場によって磁気モーメントが誘起されたり変調

されたりする性質を磁性という．磁性の起源は多岐にわ
たっており，物性物理的には磁性を示す物質を常磁性体，
反磁性体，フェリ磁性体，強磁性体，反強磁性体などに
分類する．応用的には，金属間化合物（鉄，ニッケル，
コバルトなどを含む）の強磁性体や酸化物のフェリ磁性
体（フェライトやイットリウム鉄ガーネットなど）が利
用され，その保持力の大きさによって，硬磁性材料と軟
磁性材料に分類される．高周波領域での応用としては，
軟磁性材料は高損失な材料として電波吸収材29）に，低損
失な材料はアイソレータなどの非相反素子に利用され
る．

図 5 は軟磁性材料における複素透磁率の典型的な周波
数依存性を示している30）．誘電体と同様に磁気ダイナミ
クスの起源に応じて特徴的な周波数が異なっている．直
流磁場（静磁場，定常磁場）のない状態では，軟磁性材
料は漏れ磁場による静磁エネルギーの増大を避けるため
に磁区を形成しており，それらの境界は磁壁と呼ばれて
いる．交流磁場があると磁壁の移動によって正味の磁気
モーメントを生じる．この際，欠陥などによって磁壁が
ピニングされていれば復元力が生じる．また，磁気異方
性によって磁気モーメントは特定の方向に向くが，交流
の横磁場によって安定な方向から傾き歳差運動すると，
磁気モーメントを生じる．よって，これらは共鳴型にな
り，それぞれの共鳴現象は磁壁共鳴，自然共鳴とよばれ
ている．

磁性材料の応答は，物質や透磁率の大きさに依存し，
以上の傾向では説明できないことも珍しくない．磁場の

ロ波領域で回転運動に伴う摩擦などによって損失が増大
するが，より高い周波数では電場に追従できなくなる．
また，並進運動が可能な気体や液体では多くの場合，温
度の逆数に対して線形な温度依存性を示す．次に，イオ
ン性を持つ原子の間隔変化に起因するイオン分極は，赤
外線領域に入ると電場に追従できなくなる．これは，復
元力を伴う過程なので，共鳴型（ローレンツ型）となる．
具体的な例としてはイオン結合した結晶，極性共有結合
をもつ分子や結晶などがある．また，微視的には共鳴点
付近で光学的フォノンを励起して損失を起こす．最後に，
原子核に対する局在電子分布の変位に起因する電子分極
は紫外線領域まで電場に追従できる．微視的な誘電率の
計算ではバンド間の遷移が摂動的に考慮され，また，共
鳴点付近での損失はバンド間遷移が引き金となる．以上
のように，特徴的な周波数は変位する粒子の質量と関係
があり，軽いほど高い周波数まで追従できることが分か
る．永久双極子をもたない材料はミリ波帯では周波数依
存性が無いと予想されるが，現実には周波数に対して増
加する例も報告されている27）．

半導体28）やイオンを含んだ液体など，導電性が無視で
きない物質も存在する．図 4 の点線はイオン伝導の寄与
がある場合の有効複素誘電率である．空間電荷分極とみ
なして考えるなら，周波数が低いほど分極間の距離が長
くなり，この周波数依存性を示すと説明できる．ただし，
実部が負の寄与を示す理由は後に説明する．

図 5　 軟磁性材料の比透磁率の周波数依存性．直流磁場を印加し
た場合を点線で示す．

図 4　 誘電材料の比誘電率の周波数依存性．伝導性の寄与がある
場合には点線のような振る舞いになる．
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異種材料の接合や微細加工によって様々な機能を付与で
きる半導体材料は増幅器やセンサなどに利用される．一
方，メタマテリアル分野における微小金属共振器を用い
た人工材料，THz 帯の偏光子などの特殊な例もある．

複素導電率の周波数依存性は，ドルーデモデルでよく
表される．銅の場合，緩和時間がτ≈ 0.024 ps であるため，
電子は THz 程度まで追従できる（図 6（a））．自由電子
と電磁波の相互作用は特殊で，以下の表皮効果を考える
必要がある．金属に交流電場を印加した場合，発生した
電流が磁場を生み出し，次にこの磁場は逆向きの誘導電
流を生じて電流を打ち消す．このような自己無頓着な効
果によって電磁場は表皮厚さ δS 程度しか金属に侵入でき
ない33）（図 6（b））．複素導電率の寄与を空間電荷分極と
考える場合には，逆向きの誘導電流の代わりに分極によ
る反電場を考えればよい．

最後に，εr*= ε 0 かつ μ *=μ 0 を仮定して複素伝導度を有
効複素誘電率に換算すると図 6（b）のようになる．有
効複素誘電率の実部は負の値をとっている．図 4 におい
て，有効複素誘電率の実部における導電性の寄与が負
だったのはこのためである．最後に，GaAs/AlGaAs 半
導体 2 次元電子系のように，緩和時間が非常に長い系（τ
≈ 100 ps）では，図 6 のような周波数依存性がマイクロ
波帯で観測される34）,35）．そのため，高移動度な 2 次元電
子材料を高周波帯で利用する際には注意が必要である．

4.1.4　表面電流による損失
同軸線路や導波管などの伝送線路は表皮効果を利用し

て電磁波を閉じ込め，伝搬を制御しているとも言える．
このような伝送線路では表皮効果によるジュール損失が
支配的な減衰の原因となる．

金属中を伝搬する電磁波の伝搬定数は，|σ *| ≫ |ωε*| を
仮定すると，γ* ≅√jωμ σ0* * となる．さらに，磁気損失は
小さく，また σ' ≫ σ'' とすると，位相定数と減衰定数は，
α = β = √ωμ'σ' ⁄ 2 となる．よって，振幅が 1/e 倍に減衰
する距離である表皮厚さは次のようになる．

                                              （21）=
2

.  

銅の場合は，10 GHz で δS=0.66 µm であり，非常に薄い
ことが分かる．また，導電損失の大きさ表す指標として，
単位長さ当たりの抵抗を表す表皮抵抗 RS が定義されて
いる．

                                              （22）S =
1

=
2

. 

磁束密度に対するプロット（B-H カーブ）が一周する際
に囲む面積は，その過程において損失したエネルギーに
相当し，ヒステリシス損失と定義されている．その中に
は，ピニングポテンシャル間の移動，磁気モーメントの
変化による誘導起電力に起因する渦電流，磁歪効果によ
る格子系への散逸など様々な効果が含まれている．

一方，直流磁場を加えて磁気モーメントを揃えると，
ほとんどの磁気応答は消え，自然共鳴が強磁性共鳴と呼
ばれる現象に連続的に変化する（図 5）．強磁性共鳴は直
流磁場の大きさによって磁気モーメントが傾いたときに
感じる復元力が変わるため，その共鳴周波数は直流磁場
に比例する．そのため，アイソレータや可変バンドパス
フィルタなどに応用されている．強磁性共鳴は個々の微
視的スピンが位相を揃えて回転する集団励起であるが，
位相が空間的に変化する波としても存在できる．これは
静磁波やスピン波と呼ばれ，次世代デバイスの候補とし
てスピントロニクス分野で盛んに研究されている31）．ま
た，非常に損失の小さいイットリウム鉄ガーネットを極
低温まで冷やすことで量子的な振る舞いなども観測され
ている32）．

4.1.3　導電材料の応答と界面の影響
導電性が支配的な導電材料の用途は誘電材料や磁性材

料とは大きく異なる．銅や金などの極めて導電率が高い
材料は，伝送線路や電磁波シールドとして利用される．

図 6　 （a）ドルーデモデルを仮定した導電率の周波数依存性．（b）
ドルーデモデルを仮定した有効複素誘電率の周波数依存
性．（c）表皮効果の概念図．
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また，治具の断面形状が一様なことは重要である．これ
により，特性インピーダンスと波動インピーダンスの比
が一定となるため，反射係数Γは簡単な形で表せる．

                                                    （23）=
−
+

=
− 1
+ 1

.    

以上の理由から，試料の断面形状を治具に揃え，表面を
平坦に加工する必要がある．しかし，周波数が上がるに
つれて寸法が小さくなり，測定精度を制限する．フリー
スペースの場合には，断面形状の制限はないが，電磁波
の断面分布が治具で厳密に定義されていないなどの問題
点があり，特に反射係数の測定に難がある．

試料を 1 回通過する際の透過係数は試料の厚み d を用
いて，z̃ = exp(- jω√μ*ε*eff d ) となる．さらに，干渉の効果
を取り入れて多重反射を足し合わせると（図 7（c）），S
パラメータの各項は以下のようになる．

                                               （24）=
(1 − ̃ )

1 − ̃
, =

(1 − ) ̃
1 − ̃

 . 

ここで，周波数が上がると損失が増加するが，これは表
皮厚さが薄くなり，電流密度が上がったことに起因し
ている．これに加えて，表皮厚さが薄くなると，表面
の粗さに起因して RS は増大する20）．6G 無線通信では， 
100 GHz 以上の高い周波数の利用が想定されており，導
電材料の質や表面処理の方法を見直す必要がある．一方，
計測の観点で言えば，RS を評価することで我々は金属の
導電率を知ることができる27）．

最後に，表面電流が作る誘導磁場と電磁場の磁場成分
は金属の表面で等しくなっている．そのため，共振器や
導波路の設計においては，電磁場モードの分布から表面
電流の向きや大きさを意識することは重要である．例え
ば，表面電流の向きと垂直に導電材料の接合面があると
接触抵抗によって損失が増大する．

4.2　材料定数の計測手法36）

材料定数を測定する方法の一つとして，集中定数回路
の素子を作製し，インピーダンスを測定するものがある．
この方法は電磁波の波長に対して素子が小さい必要があ
るため，高周波化には向いていない．そこで，ここでは
高周波化が可能ないくつかの方法について説明する．

4.2.1　反射伝送法
電磁波の伝搬が一次元的とみなせる状況において，反

射特性（S11,S22）や伝送特性（S21,S12）から材料定数を算
出する方法を反射伝送法と定義する．この手法の原型
は，1970 年に Nicholson と Ross によって開発され37），
その 4 年後に Weir が VNA（vector network analyzer）
を用いた測定手法に改良した 38）．その後，セットアッ
プのバリエーション，周波数帯域，算出方法などが進化 
し39）,40），今では幅広い材料に対して応用される重要な測
定手法となっている．

この手法は周波数の関数として連続的かつ広帯域な材
料評価が行える．治具の種類によって，同軸，導波管，
フリースペースがあり（図 7（b）），それら全てを合わ
せると 0.5 GHz から 330 GHz をカバーする41）．後述する
共振法と比べると感度は低いが，高損失な誘電材料や磁
性材料に対して有効な手法である．以下では，数ある算
出方法の中でも，S11 と S21 の測定から μ* と ε*eff の両方を
算出する Nicholson-Ross-Weir(NRW)法37）について詳しく
説明する．この方法は，反射伝送法の原型だが，今でも
使用されている．

セットアップは VNA と治具が伝送線路で繋がれてい
るだけのシンプルなものだが，基準面（試料の表面）ま
で校正されていることが大前提である（図 7（a）（c））．

図 7　 （a）測定系のセットアップの概念図．（b）治具部分に使用
する伝送線路の概念図．（c）Nicholson-Ross-Weir(NRW) 法
の測定原理の概念図．
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エーションがあるが，ここでは幾つかを例にとって紹介
する．

（1）　TEM 波共振器
同軸線路やマイクロストリップ線路などの TEM 波の

導波路は開放，終端，ループなどの境界条件を課すこと
で共振器にできる（図 9（a））．この手法は，他の 2 つ
と比べて表皮抵抗などによる損失が大きく，Q 値は比較
的低い．しかし，最終製品となる導波路と同じ条件で共
振器に加工すれば，性能を直接的に確認できるというメ
リットがある．

特殊な工夫により，微小試料の誘電率測定器として市

この計算には無限級数が出てくるが，Γ 2 z̃2 を全体にか
けて計算している．以上のように，μ* と ε*eff の算出に必
要な 2 自由度の複素数が揃うことが分かる．

この手法で低損失材料を測定すると，電磁波の 1/2 波
長の整数倍が試料の厚さ d に相当する周波数で共振によ
る異常が発生する．また，S22 と S12 の自由度を有効に利
用できていない．これらの点を改善したアルゴリズムも
提案されており39），Keysight 社はこれらのアルゴリズム
をまとめてソフトウェアとして販売している42）．また，
片側のポートを終端して反射だけを測定することで，温
度依存性や液体試料43）の測定に特化した方法もある．い
ろいろな治具が市販41）,44）されているが，同軸や導波管タ
イプであれば自作することも可能である．これら一連の
反射伝送法は，今後も需要が高いと予想され，産総研で
も 0.5 GHz から 330 GHz までのセットアップを配備して
ノウハウの蓄積に努めている．

4.2.2　電磁波共振法
金属や誘電率の差を利用して電磁波を閉じ込めると，

電場と磁場がエネルギーを交換しながら固有振動する定
在波になる．この共振現象を利用した材料計測の手法（共
振法）は，非常に高感度であり，低損失な材料や微小試
料の評価に用いられている．また，電磁波共振器の技術
は，量子電磁力学（QED）に用いられ量子コンピュータ
の重要な要素であるなど，汎用性が高いものである．た
だ，共振現象のため周波数依存性を離散的にしか測定で
きないという制限は付きまとう．

図 8（a）に示すように，VNA と共振器を弱く結合さ
せて伝送特性（S21,S12）を測定すると，固有の共振ピー
クを検出できる．摂動を利用した共振法では，試料によ
る共振周波数のシフト（∆fr = fr2 - fr1）から非損失項（ε'
と μ'），Q 値の変化（∆（1 ⁄ Q） = 1 ⁄ Q2 - 1 ⁄ Q1）から損失
項（ε'' と μ''）が算出される20）．ただし，∆fr と（∆（1 ⁄ Q）
は実数であるため，μ * と ε*eff の寄与を分離して評価する
には，試料の位置などを工夫する必要がある（図 8（b））．
共振法では，S パラメータの絶対値や位相はほとんど測
定に影響を与えない．そのため，S パラメータの校正が
不要な場合も多い．また，材料定数の算出に用いるのは
周波数と共振器の形状である．これらの値は SI 基本単
位の時間と長さに直結しており，トレーサビリティの観
点で反射伝送法と大きく異なっている．一般的に，Q 値
が高いほど感度が高いが，電磁波と試料の相互作用の大
きさにも依存する．

電磁波共振器は主に，TEM 波共振器，空洞共振器，
誘電体共振器などに分類できる．また，それぞれにバリ

図 8　 （a）測定系のセットアップと透過係数の周波数依存性．試
料がある場合の共振ピークの変化を概念的に示している．

（b）両端が短絡された 1/2 波長同軸共振器を用いて透磁率
と誘電率を測定する際の概念図．
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Q 値も高い．加工のし易さや電磁場モードの対称性を考
慮してか，精密な材料測定には円筒型の空洞共振器が主
に利用されている．図 9（b）に示すように，円筒の長
さ方向に対して電場成分が垂直なモードをTEnmq と呼び，
磁場成分が垂直なモードを TMnmq と呼ぶ．ゼロ以上の
整数である（n,m,q）は電磁場モードの対称性を表してお
り，長さ方向に垂直な成分に関して，円筒座標の（θ , r , z）
方向の腹の数を表している．高次まで含めればモードは
無数に存在し，離散的な周波数依存性を測定可能である．
また，試料の配置によって μ * と ε*eff を分離して測定でき
る．しかし，産業レベルで求められる高精度な測定手法
となると，規格化・実用化まで至っている例は限られて
いる．

スプリットシリンダ共振器と呼ばれる TE01q モードを
用いた手法は低損失な誘電材料の測定に利用できる（図
9（b）の左）．このモードの表面電流は円周方向なので，
共振器を上下に分離でき，そこにシート状の試料を挟ん
で使用する．日本でも数社が販売しており，10 GHz か
ら 80 GHz までのものが揃っているる41）,45）,47）．また，規
格化もされている（表 1）．典型的な Q 値は１万を超え，
tan δd=0.0001 程度まで測定可能である．

TM0m0 モードを用いた手法も低損失な誘電材料用に利
用されている（図 9（b）の右）．この共振器は上下の中
心に穴が空いており，棒状の試料を差し込んで使用する．
また，中心部をパイプで仕切り，粉末状の試料を測定す
ることも可能である．周波数は 1 GHz から 30 GHz まで
が販売されている41）,45）,47）．典型的な Q 値は１万程度であ
り，こちらも tan δd=0.0001 程度まで測定可能である．

販されている例もある45）．ここでは，同軸共振器の片側
を狭窄し，漏れ出たエバネッセント波を利用して感度を
上げている46）．試料は共振器の上に置くだけでいいので，
汎用性の高い装置となっている（図 9（a）の右上）．

図 9（a）の下に示すファブリペロー共振器は，製品 
化 41）,44）および規格化（表 1）されている．これは光の共
振器に似ており，左右に配置した金属の反射板によって
電磁波を閉じ込めている．電磁場はガウシアンビームの
定在波（TEM00q）となっており，分類上 TEM 波である．
Q 値は 10 万を超え，低損失なシート状の誘電材料の評
価に利用できる．さらに，一つの共振器で 20 個以上の
高次モードを利用でき，いくつかの共振器を組み合わせ
ると 60 GHz から 330 GHz をカバーできる．

（2）　空洞共振器
基本的な空洞共振器は，導波管の両端を短絡させたも

のである．TEM 波共振器に比べ，寸法精度も出しやすく，

図 9　 （a）TEM モード共振器の概念図．マイクロストリップ線
路のループ共振器（左上），同軸の端を狭窄した場合のエ
バネッセント波の染み出し（右上），ファブリペロー共振
器（下）を示している．（b）円筒空洞共振器の電磁場分
布の概念図．（c）誘電体共振器の電磁場分布の概念図．

表 1　 低損失誘電材料（ファインセラミック）の複素誘電率測定
に関する JIS 規格
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どの成形プロセスに依存する．以上のような異方性は，
平面導波路の設計において問題となる．具体例としては，
マイクロストリップ線路とコプレーナ線路では電場が生
じる向きが異なるため，異方性を考慮して設計する必要
がある（図 10（a））．そのため，試料の性質を変えるよ
うな加工を加えず，異方性を考慮した材料特性の評価が
求められる．さらに，Beyond 5G/6G の陸・海・空・宇
宙を含むカバレッジ拡張，アクティブ素子の発熱などを
考慮すると，温度依存性が今後重要になる．

低損失な誘電材料の評価には共振法を用いるが，以上
のような要件を一つの共振法で満たすのは難しい．そこ
で，産総研では，平衡型円板共振器（BCDR）50）とファブ
リペロー共振器（FPR）に力を入れている．シート状の
誘電材料に対して，BCDR は z 方向（図 10（b）），FPR
は x 及び y 方向の複素誘電率を測定できる（図 9（a））．
BCDR は TM0m0 モードを高次まで利用し，10 GHz から
170 GHz の帯域において 10 点程度の測定が可能である．
さらに，室温から 100 度までの温度依存性の測定を実現
している27）．今後は 330 GHz までの高周波化を検討して
いる．一方，FPR は既に 60 GHz から 330 GHz の帯域を
カバーしており，今後は温度調節機能などを追加してい
く予定である．

伝送線路の損失で最も大きいのは，表皮電流による損
失である．そのため，導電材料の低損失化が重要になる．
ただし，動作周波数における実際の表皮電流分布を想定
した測定でないと意味がない．例えば，マイクロストリッ
プ線路では表皮電流は信号ラインの下に集中する．その
ため産総研では，誘電材料と張り合わせた銅箔の導電率

（3）　誘電体共振器
誘電体共振器は，電磁場を誘電体に閉じ込めたもので

ある．誘電体に依存するが，低損失なものを用いると 10
万をこえる Q 値が得られる．空洞共振器と同様に，主に
円柱状の誘電材料が用いられ，電磁場モードの定義も同
様である（図 9（c））．ただし，TE01δ モードのように円
柱の縦方向が空気と接する場合，純粋な横電場にならず，
δを使って表している．

主な使用用途は，共振器となっている誘電体自身の誘
電率の測定である．2 GHz から 30 GHz 程度まで測定可
能な治具が市販されており47），規格化もされている（表
1）．もう一つの仕様用途では，特性が既知の誘電体の近
傍に試料を配置し，その特性を測定する．例えば，誘電
体の接している金属を変えることで，表面インピーダン
スの評価が可能である．基礎研究の場合には微小な試料
の測定に最適であり，円筒型の誘電体共振器の中央に微
小な金属や超伝導体を配置して表面インピーダンスを測
定した例もある48）．

5.　材料計測の課題と今後の展開

以上のことを踏まえて高周波の材料測定技術の課題を
洗い出し，Society 5.0 や Beyond 5G/6G の実現に向けた
今後の展開について述べる．

5.1　低損失な誘電材料と導電材料 
誘電材料と導電材料は，アンテナ・平面導波路・メタ

サーフェスなどに幅広い需要が見込まれる．そのため，
動作周波数での特性を高精度に測定できる技術が重要に
なるが，以下ではその具体的な内容について説明する．
誘電材料は，低損失（tan δd が小さい）はもちろんの
こと低誘電率（ε'eff が小さい）であることが重要にな 
る49）．式（19）から分かるように，電磁波の単位長さあ
たりの減衰は√ε' eff，伝搬の速度は 1 ⁄√ε' eff と比例関係にあ
る．つまり，ε'eff を小さくすることは，低消費電力・低
遅延の双方にとって重要である．4.2.2 で述べたように，
低損失かつ低誘電率を評価する技術は，既に 300 GHz 程
度まで確立しつつある．今後測定技術に求められること
として，さらなる高周波化も考えられるが，以下のよう
に測定の質を高めることが重要であると考える．

プリント基板などに利用されるシート状の誘電材料は
異方性を持っていることが多い．例えば，ガラスエポキ
シ基板（FR-4）はガラス繊維を積層したものを樹脂で固
めているため，基板面に並行な方向と基板面に垂直な方
向では誘電率が異なる．また，高分子の異方性は圧延な

図 10　 （a）マイクロストリップ線路とコプレーナ線路の電磁場分
布．（b）平衡型円盤共振器の電場分布と実際の写真．
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性を考えると，NSS は今以上に重要になると予想される．
国内では，多くの企業が NSS を製造しており，磁性粉
末54）-56），導電性繊維57）などを用いた製品が販売されてい
る．ただし，全てマイクロ波帯用の製品であるため，今
後高周波化が盛んになると予想される．NSS は応用上薄
くする必要があるが，その条件の下でいかに反射させず
に吸収させるかが重要となる．そのため，精密な複合材
料の物性制御と適切な測定手法が必要である58）,59）．

通常，材料定数（μ * と ε*eff）の測定では，反射伝送法
が主に利用されるが53），試料が薄すぎると感度がとれな
い．また，磁性材料を含む場合には不確かさが増大する
などの問題がある．一方，磁性薄膜専用の透磁率測定装
置も販売されているが60），ループコイルを用いているこ
ともあり上限周波数は 9 GHz にとどまっている61）．また，
NSS 評価基準として国際規格（IEC 62333-2）があるが，
これも上限周波数は 10 GHz 程度となっている62）．以上
のように，複素透磁率の測定技術と NSS 評価基準の高
周波化が重要になると予想され，産総研では現在検討を
行っている．

5.3　新規測定手法の開発（円偏波分解測定） 
最後に円偏波分解測定技術を紹介する．電磁波の円偏

波自由度は，衛生放送や一部の基礎研究では利用されて

評価（BCDR を応用）27），コプレーナ線路に加工した状
態での導電率評価（高周波プロ－ブを応用）51）,52）などの
技術を開発している．

今後は，以上のような技術を複合的に用いて，生産プ
ロセスの各段階での特性評価を行っていくことが重要に
なると考える．

5.2　高損失な材料の評価
高損失な材料は，電波吸収材やノイズ抑制シート

（NSS）などに利用されている29）,53）．これらは軟強磁性
材料（フェライト，パーマロイなど）や導電材料（グラファ
イトなど）の損失を利用して電磁波を熱に変換する．電
波吸収材の用途はレーダ偽像防止・無線障害防止・電波
暗室などであるが，ここでは，電磁波の吸収を目的とし
て，損失材料を発砲ウレタンなどに混ぜ，式（20）の波
動インピーダンスをある程度大気にマッチングさせる．
さらに，形状を加工して反射を防ぐ工夫がなされてい 
る53）（図 11（a））．規格としては，フリースペースの
反射法を用いた 30 GHz から 300 GHz までの JIS 規格

（JISR1679）が存在する．ただ，原理的には低周波化の
方が難しく，高信頼通信を重視した低周波帯での応用が
今後重要になると予想する．

一方，NSS の主な用途は電子通信機器の中に配置して
電磁障害（EMI）を防ぐことである．具体的には，短距
離無線通信用のアンテナと内部の電子回路を分離し，回
路で発生する電磁波を吸収して誤作動を防ぐなどである

（図 11（b））．そのため，今後のネットワーク端末の増
加や高度な電磁波制御（マッシブ MIMO など）の必要

図 12　  （a）円偏波モードの励振方法の概念図．（b）磁
性体の複素透磁率テンソル測定（上）と 2 次元
電子材料の導電率テンソル測定（下）の試料配置．

図 11　 （a）電波吸収材の概念図．（b）ノイズ抑制
シートの使用用途の概念図．
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る 6G の実現には，高精度な加工と計測が要求され，材
料開発と計測技術が連携して課題をクリアしていくこと
が重要である．最後に，高周波計測技術に携わる研究者
として，次世代デバイスや新たな価値の創出につながる
技術を提案していきたい．
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いるものの，計測技術としては一般的でない．そこで近
年，円偏波自由度を独立に測定可能な円偏波空洞共振器
法63），円偏波交差マイクロストリップ法64）を開発した．
精度と周波数帯域に関して改良の必要はあるが，これら
の技術が Beyond 5G/6G の要素技術開発にどのように生
かせるかについて考察する．

通常の共振法が非縮退のモードを用いるのに対し，円
偏波空洞共振器法では縮退した TE11q モードを用いる．
縮退した 2 つのモードを同時かつ位相差± 90 度で励振
すると円偏波モードを独立に制御することができる（図
12（a））．この手法では，右・左回りの共振周波数変化
と Q 値を測定するため，通常の共振法の 2 倍の情報が得
られる．具体的には，磁性体であれば複素透磁率テンソ
ル63），二次元電子材料であれば複素導電率テンソル65）が
測定可能である（図 12（b））．

NSS の主な材料として，マイクロ波帯に選択的な吸収
をもつ強磁性体が広く用いられている．今後，その延長
で高周波化が行われる一方で，THz 帯に共鳴をもつ反
強磁性体を利用するアプローチも考えられる．また，メ
タサーフェスやセンサへの応用といった観点で，マルチ
フェロイック材料やグラフェン 2 次元電子材料などの研
究も盛んになると予想される．このような新材料に対し
て，応答テンソルを測定できる円偏波分解測定は有効な
手段になりえると考えており，高精度化と 100 GHz 以上
への高周波化を計画している．

6.　まとめ

未来社会（Society 5.0）の実現に資する第 6 世代（6G）
無線通信では，超高周波・低消費電力デバイスや高感度
センサが不可欠であり，現在，必要となる要素技術の研
究開発が盛んになっている．本調査研究では，それら研
究開発の基盤となる計測技術の高周波化と高精度化につ
いて調査した．特に，材料計測に焦点を絞り，材料測定
技術の現状と今後の方向性を検討した．

現在，材料測定技術に関しては高周波化が進んでおり，
既に 300 GHz まで対応できる測定法が規格化され，販売
もされている状況にある．ただし，注意深く検討してい
くと，産業レベルでの要求に応えるには不十分な点もあ
る．伝送線路として重要になる低損失な誘電材料に関し
ては，異方性や温度依存性といった情報が不足しており，
導電率計測の重要性も見えてきた．一方，電磁障害を防
ぐために需要が高まると予想されるノイズ吸収シートに
関しては，測定手法と評価規格の高周波化が必要である
ことが明らかとなった．100 GHz 以上の高周波を利用す
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